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  令和２年１０月１４日（水）に、「認第２号 令和元年度神奈川県一般会計歳入歳出

決算及び同年度神奈川県特別会計歳入歳出決算の認定」について調査を実施したとこ

ろ、その概要は次のとおりでした。 

  

  

 

 

 

 

  神奈川県議会議長    嶋 村 ただし 殿 

 

 

               決算特別委員会    委 員 長       細 谷 政 幸 
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１ 調査の概要 

(1) 調査箇所 神奈川県立スポーツセンター 

(2) 出席委員 細谷委員長、岸部、新堀の両副委員長、 

        大村、桝、加藤(ご)、武田、田中(信)、川崎、川本、市川(和)、 

山口(貴)、渡辺(紀)、柳下、長田、小島、竹内、すとう、ためや、 

望月、柳瀬、脇、中村、市川(よ)、松本、谷口、亀井、佐藤(圭)、 

近藤、くさか、楠、上野、井坂の各委員 

(3) 調 査 日 令和２年10月14日(水) 

 

２ 神奈川県立スポーツセンター 

(1) 調査目的 

   老朽化が著しい神奈川県立体育センターについて、全ての県民のスポーツ推進

拠点とするとともに、屋内50メートルプールやバリアフリーを施した多目的フロ

アであるスポーツアリーナ、全室車椅子対応の宿泊棟を新設し、東京2020オリン

ピック・パラリンピック競技大会の事前キャンプにも活用できるよう整備した。 

   なお、一部施設については、ＰＦＩ事業者による特定事業として整備した。 

そこで、当該事業の整備状況を現地調査により確認することで「認第２号 令

和元年度神奈川県一般会計歳入歳出決算及び同年度神奈川県特別会計歳入歳出

決算の認定について」の審査の参考に資する。 

(2) 主な説明項目 

   全ての県民のスポーツ振興拠点として、また、東京2020オリンピック・パラ

リンピック競技大会の事前キャンプに活用できるよう令和２年４月にオープン

の予定だったが、新型コロナウイルス感染症の影響で延期となり７月21日に供

用開始となった。 

   現在、利用者にも新型コロナウイルス感染防止対策に御協力をいただき、徐 

々に利用時間等の拡大をしながら運営しているところである。 

  ア  沿革 

     昭和30年10月 県営藤沢総合運動場として発足 

平成28年10月 陸上競技場等整備工事の設計に着手 

平成29年４月 特定事業契約を締結 

平成29年８月 陸上競技場等整備工事に着手 

令和２年７月 神奈川県立スポーツセンターの供用を開始 

  イ  施工場所 

     藤沢市善行７丁目１番地２号 

  ウ  敷地面積 

     １４６，２６６．８６㎡ 
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  エ  構造及び規模 
 

施 設 
建 築 物 の 

構 造 

建 築 物 の 

面 積 
施 設 等 の 内 容 

陸 

上 

競 

技 

場 

等 

整 

備 

工 

事 

関 

連 

施 

設 

陸上競技場 

鉄筋コンクリー

ト造 

地上３階 

延    ㎡ 

 

2,563.78 

 

競技場 

メインスタンド・サイドスタンド 

（本部室、記録室、放送室、 

救護室、役員室、写真判定室） 

補助競技場 - - 競技場 

スポーツ 

アリーナ１ 

鉄筋コンクリー

ト造 

地下１階 

地上２階建 

 

9,123.97 メインフロア、サブフロア、 

会議室、研修室 

球技場 

観覧席 

鉄筋コンクリー

ト造 

平家建 

 

エレベーター棟 

鉄筋コンクリー

ト造 

観覧席 

730.72 

 

エレベーター棟 

9.62 

球技場 

観覧席、エレベーター棟 

屋外トイレ・ 

更衣室 

鉄筋コンクリー

ト造 

平家建 

Ａ棟 

220.00 

Ｂ棟 

170.00 

トイレ、更衣室 

特 

定 

事 

業 

関 

連 

施 

設 
スポーツ 

アリーナ２ 

鉄骨造 

地下１階 

地上２階建 

 

 

14,076.32 

メインフロア、多目的フロア、 

ボクシングフロア、 

フェンシングフロア、 

ウエイトリフティングフロア、 

控室、プール、 

トレーニングルーム、 

運動能力筋力測定室、 

スポーツ医学相談室、 

トレーナー指導室、 

運動栄養サポート室、実技講習室 

宿泊棟 

鉄筋コンクリー

ト造 

地上３階 

2,970.35 
宿泊室、ミーティングルーム、 

レストラン、売店 

テニスコート 
軽量鉄骨造 

平家建 
248.27 

テニスコート 

更衣室 

グリーン 

ハウス 

鉄筋コンクリー

ト造 

地下１階 

地上３階 

1,415.94 
事務室、ミーティングルーム、 

ラウンジ、展示スペース 

その他の施設 567.76 倉庫、器具庫 等 

 

合  計  32,096.73  
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オ  建設費総額 

 

１  （   ） 内 は 、 繰 越 額 で あ り 、 外 数 で 記 載 し て あ る 。  

２  こ の 事 業 の 繰 越 額 の 内 訳 は 、 次 の と お り で あ る 。  

平 成 28 年 度 逓 次 繰 越 額  025,193,808 円  

平 成 29 年 度 逓 次 繰 越 額  056,347,442 円  

平 成 30 年 度 逓 次 繰 越 額  484,400,866 円  

 

 

  

年 度  
予  算  額  

（ 繰 越 予 算 額 ）  
決  算  額  

支   出   内   訳  

役 務 費  委 託 料  工 事 請 負 費  
公 有 財 産  

購 入 費  

 円  円  円  円  円  円  

Ｈ 2 8  4 0 , 0 0 0 , 0 0 0  1 4 , 8 0 6 , 1 9 2  0  1 4 , 8 0 6 , 1 9 2  0  0  

       
       
Ｈ 2 9  4 7 9 , 8 7 1 , 6 0 0  4 4 7 , 5 0 4 , 7 1 8  1 6 0 , 0 0 0  6 5 , 8 2 0 , 5 6 0  1 2 3 , 6 5 2 , 5 5 8  2 5 7 , 8 7 1 , 6 0 0  

 ( 2 5 , 1 9 3 , 8 0 8 )       
       
Ｈ 3 0  2 , 5 8 3 , 0 6 4 , 0 8 6  2 , 1 5 5 , 0 1 0 , 0 9 6  0  2 , 5 5 6 , 5 7 6  8 9 9 , 3 9 0 , 0 0 0  1 , 2 5 3 , 0 6 3 , 5 2 0  

 ( 5 6 , 3 4 7 , 4 4 2 )       
       
Ｒ 元  1 0 , 1 9 1 , 6 7 4 , 1 4 6  1 0 , 6 5 8 , 8 5 4 , 1 2 9  0  2 0 , 3 2 4 , 4 4 0  1 , 0 5 1 , 8 5 6 , 6 2 0  9 , 5 8 6 , 6 7 3 , 0 6 9  

 ( 4 8 4 , 4 0 0 , 8 6 6 )       

合 計  

      
1 3 , 2 9 4 , 6 0 9 , 8 3 2  1 3 , 2 7 6 , 1 7 5 , 1 3 5  1 6 0 , 0 0 0  1 0 3 , 5 0 7 , 7 6 8  2 , 0 7 4 , 8 9 9 , 1 7 8  1 1 , 0 9 7 , 6 0 8 , 1 8 9  

      

 

 

年 度  

財   源   内   訳  
残 額 

（ 繰 越 額）  
県   債  繰 入 金  諸 収 入  一 般 財 源  

 円  円  円  円  円  

Ｈ 2 8  0  1 4 , 8 0 6 , 1 9 2  0  0  0  

     ( 2 5 , 1 9 3 , 8 0 8 )  
      

Ｈ 2 9  1 9 3 , 0 0 1 , 1 5 5  6 5 , 1 9 3 , 8 0 8  0  1 8 9 , 3 0 9 , 7 5 5  1 , 2 1 3 , 2 4 8  

     ( 5 6 , 3 4 7 , 4 4 2 )  
      

Ｈ 3 0  9 3 9 , 6 5 4 , 9 9 2  1 5 0 , 0 0 0 , 0 0 0  1 0 7 , 0 0 0 , 0 0 0  9 5 8 , 3 5 5 , 1 0 4  5 6 6  

     ( 4 8 4 , 4 0 0 , 8 6 6 )  
      

Ｒ 元  6 , 9 6 2 , 7 2 6 , 6 4 5  1 8 0 , 0 0 0 , 0 0 0  1 0 7 , 0 0 0 , 0 0 0  3 , 4 0 9 , 1 2 7 , 4 8 4  1 7 , 2 2 0 , 8 8 3  

      
      

合 計  8 , 0 9 5 , 3 8 2 , 7 9 2  4 1 0 , 0 0 0 , 0 0 0  2 1 4 , 0 0 0 , 0 0 0  4 , 5 5 6 , 7 9 2 , 3 4 3  1 8 , 4 3 4 , 6 9 7  
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カ  建設費の内訳 

(ｱ)役務費 

種 別 支払金額 支 払 先 支払日 令和元年度支出額 

体育センター陸上競技場等整備工

事に係る建築計画通知申請手数料 

     円 

160,000 
藤沢市 

 
Ｈ29．８．30 

         円 

         0 

 

(ｲ)委託料 

種 別 委託金額 委 託 先 委託期間 
令和元年度 

支出額 

体育センター補助競技場改

修工事実施設計業務委託 

円 

2,616,192 

株式会社アーバンデザイ

ンコンサルタント 

Ｈ28．10．４～ 

Ｈ29．２．15 

円 

0 

体育センター陸上競技場等

整備工事設計業務委託 
67,521,600 

株式会社国設計 

横浜事務所 

Ｈ28．10．11～ 

Ｈ29．８．31 
0  

体育センター陸上競技場等

整備工事地質調査業務委託 
10,488,960 株式会社カナコン 

Ｈ29．３．９～ 

Ｈ29．５．31 
0 

体育センタースポーツアリ

ーナ改修工事実施設計業務

委託 

2,556,576 合資会社アーバンクルー 
Ｈ30．８．９～ 

Ｈ31．３．８ 
0 

体育センター陸上競技場等

整備工事監理業務委託 
18,784,440 

株式会社国設計 

横浜事務所 

Ｈ30．３．27～ 

Ｒ元．８．21 
18,784,440 

スポーツセンタースポーツ

アリーナ１自動制御設備改

修工事監理業務委託 

1,540,000 合資会社アーバンクルー 
Ｒ元．７．５～ 

Ｒ２．１．30 
1,540,000 

合 計 103,507,768    20,324,440 

 

(ｳ)工事請負費 

種 別 請負金額 請負業者 工  期 
令和元年度 

支出額 

体育センター補助競技場改

修工事 

円 

 94,819,558 
森山建設株式会社 

Ｈ29．８．１～ 

Ｈ30．２．28 

円 

0 

体育センター陸上競技場等

整備工事 

（建築－第１工区） 

1,040,986,080 
アイグス・相陽特定建設

工事共同企業体 

Ｈ30．３．20～ 

Ｒ元．６．28 
556,333,080 

体育センター陸上競技場等

整備工事 

（建築－第２工区） 

346,889,520 株式会社片山建設 
Ｈ30．３．12～ 

Ｒ元．８．13 
161,545,520 

体育センター陸上競技場等

整備工事（電気） 
189,800,280 合同電気工事株式会社 

Ｈ30．３．12～ 

Ｒ元．６．28 
95,231,280 

体育センター陸上競技場等

整備工事（衛生） 
348,049,440 

下田商会・稲田水道工務

店特定建設工事共同企業

体 

Ｈ30．３．26～ 

Ｒ元．６．28 
184,392,440 

スポーツセンタースポーツ

アリーナ１自動制御設備改

修工事 

54,354,300 株式会社丹野設備工業所 
Ｒ元．６．25～ 

Ｒ２．１．15 
54,354,300 

合 計 2,074,899,178   1,051,856,620  
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(ｴ)公有財産購入費 

備考 契約金額及び令和元年度支出額は、総合教育センターに係る事業費、維持管理業務・運営支援業務に 

係る事業費及びＳＰＣ運営経費は含まない。 

(3) 主な質疑応答 

質 疑  資料に記載の職員の配置について、令和２年３月31日現在と令和２

年10月１日現在を比較すると、管理課の職員が７人から６人に減少し

ているほか、事業推進部でも人数の減少がみられるが、それぞれの役

割と考え方について伺いたい。 

応 答  令和２年４月１日をもって、県教育委員会が所管していた県立体育

センターが業務移管された。業務移管された時点で、教育に係る部分

である総合教育センター指導研究課の組織下に、体育指導センターと

いう名称で組織を移した。保健体育教育に係る部分を除いた部分で、

新たにスポーツ局県立スポーツセンターの所員として配置している。

そのために、体育センター時代は、34名の職員が在籍したが、教育に

係る機能が減少しているため、職員が減少している。学校教育に関わ

る部分については、体育指導センターに移管しているので、それ以外

の部分の事業について、スポーツ活動支援課が体育センター時代の事

業と新たな事業を担っている。 

        障害者スポーツについては、新たに健康・障害者スポーツ課を設 

置した。 

質 疑  建設費について当初の予算より決算額が1,800万円程度下回ってい

るが、具体的な理由を伺いたい。 

また、新型コロナウイルスの関係で利用者が減少していると思うが、

どのような状況か伺いたい。 

応 答  県が直営事業として実施した再整備工事に係る設計や工事監理委

託、各種工事の入札残額である。 

新型コロナウイルス感染症の流行による収入状況について、令和２

年７月21日から供用を開始したが、団体の利用者のみであり、９月か

ら個人利用の開始、10月からは夜間の利用開始の見込みである。利用

者は少しずつ増えているが、現時点では当初見込んだ利用者数に達し

ていない状況である。 

質 疑  この施設の問題点として、県立の施設でありながら近隣の利用者が

多く、県内で遠くからの利用者が少ないという点があると思う。近く

種 別 契約金額 契 約 先 契約期間 令和元年度支出額 

神奈川県立体育セン

ター等特定事業特定

事業契約 

円  

1 1 , 0 9 7 , 6 0 8 , 1 8 9  

神奈川スポーツコ

ミュニケーション

ズ株式会社 

Ｈ29．４．27～ 

Ｒ17．３．31 

円  

9 , 5 8 6 , 6 7 3 , 0 6 9  
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に小田急線の善行駅があるが、本日は視察も兼ねて善行駅から歩いて

きた。駅を降りたところで、県立スポーツセンターへ案内する看板が

なかったので道に迷ってしまったが、道案内の掲示板は設置されてい

ないのか。 

応 答  善行駅を降りたところに、県立総合教育センターと県立スポーツセ

ンターの案内板があり、開所日などのお知らせを掲示しているが、委

員から指摘のあった道案内のようなものは設置されていない。早速改

善したいと思う。 

質 疑  善行駅から案内の看板があれば道に迷うことはないと思う。利用者

に分かるように改善をお願いしたい。 

また、健常者であれば、善行駅から県立スポーツセンターの間にあ

る階段も利用できるが、例えば、車椅子利用者は階段を使えないので、

かなり遠回りをする必要がある。施設へのアクセスに係るバリアフリ

ーについて、どのように考えているか伺いたい。 

応 答  藤沢市の協力により、階段の横にエレベーターを設置することで、

車椅子によるアクセスが改善している。しかし、エレベーターが設置

されていることは分かりにくいので、今後、案内の掲示について検討

したいと思う。 

質 疑  近隣の同等の施設と比較した場合の使用料について伺いたい。スポ

ーツアリーナ２からグリーンハウスについて特定事業で整備された

ということだが、特定事業とした理由について伺いたい。 

応 答  使用料については、近隣の同等の施設と比較して決定し、均衡にな

るように設定している。 

特定事業の考え方について、直営事業で工事を実施した場合と特定

事業で実施した場合の費用と工期を比較した結果を踏まえて、よりよ

い方法を選択したものである。 

質 疑  130億円以上の巨額を投じて整備事業を行っているが、財源にある

諸収入の内訳について伺いたい。 

応 答  宝くじ収入である。県では宝くじ収入を様々な事業に活用している

が、県立スポーツセンターの整備についても、宝くじ収入を活用でき

た。 

質 疑  特定事業のスキームについて伺いたい。工期短縮、費用削減効果が

あるということが、どの程度の効果があったのか伺いたい。 

応 答  ＰＦＩ事業を実施する場合は、法令で県が直接事業を実施する場合

とＰＦＩ事業で実施する場合の負担額を比較し、ＰＦＩ事業を実施す

ることで県費負担の軽減が期待できる場合に、ＰＦＩ事業として選定
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できることになっている。県立スポーツセンターと県立総合教育セン

ターの整備方法を検討するために、コンサルティング会社にＰＦＩ導

入可能性調査を委託した際に、県が直接事業を実施した場合は259億

2,500万円、ＰＦＩ事業として実施する際には235億8,900万円であり、

ＰＦＩ事業として実施すると23億3,600万円削減できる算定となった。

その後、入札手続きを経て、事業者が美津濃ループに決定した際の負

担額は、200億7,500万円であったので、実際の軽減額は58億5,000万

円であり、削減率は22.6％となった。 

次に、施行期間の短縮について、県立体育センターの再整備につい

ては、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の事前キャン

プに活用するため、2020年３月末をめどに整備することとした。整備

に当たっては、平成27年度の調査検討委託を実施した結果、設計から

施工、維持管理まで一括契約することで、工期短縮や建築コストの縮

減等が期待でき、また、維持管理業務の長期契約により経費縮減が期

待できるＰＦＩ方式による整備を基本としたが、全ての事業をＰＦＩ

方式で行うと、ＰＦＩ事業者の選定手続きに約１年半を要した後、設

計、建物除却改修、整備工事といった工程になり、除却工事を実施す

ると事前キャンプに間に合わない工程となることから、民間の創意工

夫を発揮する余地が少ない除却工事と改修工事は、県直営方式で行う

ことで全体的な工期を短縮した結果、2020年３月末までに整備するこ

とができた。 

（※ 上記以外の質疑については、現場視察中に随時行われた。） 

    

(4) 調査結果 

  県立スポーツセンターの整備の状況を現地調査することにより、決算特別委員

会における認定審査の参考に資することができた。 
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